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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第１四半期連結
累計期間

第65期
第１四半期連結
累計期間

第64期

会計期間

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
 ６月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 ６月30日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
 ３月31日

売上高 （千円） 1,922,019 1,611,754 7,544,404

経常利益 （千円） 154,864 128,931 539,208

四半期（当期）純利益 （千円） 137,027 76,825 479,784

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 239,547 90,327 571,932

純資産額 （千円） 7,902,302 8,169,573 8,171,445

総資産額 （千円） 12,527,599 12,298,586 12,491,399

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 11.44 6.41 40.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.4 65.7 64.7

 
　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当社グループは平成25年12月末をもってＤＩＹ事業から撤退しており、同事業を営んでおりました連結子会

社である㈱アサヒプラザについては、平成25年12月末に店舗を閉鎖、平成26年１月31日に同社株主総会にて解散を決

議し、清算手続きを開始しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
     当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】
  　 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判
断したものであります。
 
（１）経営成績の分析
当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要が顕著であった新車販
売や住宅着工などの耐久消費財に反動減が見られるものの、政府による経済・金融政策などを背景に、企業業績の
改善や個人消費の持ち直しなど、景気は緩やかな回復基調が続きました。一方、米国景気は堅調に推移したもの
の、欧州景気の回復は力強さを欠き、新興国経済の下振れが懸念されるなど、先行きは依然として不透明な中で推
移しました。
このような情勢下、当社グループにおきましては、「更なる『新たな価値の創造と顧客の開拓』により発展を加
速させ、飛躍のステージへ」を基本方針に掲げ、工具事業を核とした成長戦略を展開し、収益・利益の拡大を図っ
ております。
これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は16億11百万円（前年同期比16.1％減）、営業利益は１億17
百万円（前年同期比13.8％減）、経常利益は１億28百万円（前年同期比16.7％減）、四半期純利益につきましては
76百万円（前年同期比43.9％減）となりました。
 
当社グループでは、平成25年12月末の㈱アサヒプラザの店舗閉鎖をもってＤＩＹ事業から撤退したため、工具事
業、賃貸事業の二事業に分けセグメント情報を開示しております。これら事業セグメント別の業績の概要につきま
しては、以下のとおりであります。
 
[工具事業]
当社主力の当事業部門では、「安全、快適、能率・効率、環境」をキーワードとしたソリューション営業の展
開により、更なる市場拡大を目指し既存顧客の深耕並びに新規顧客の開拓を推進するとともに、新たな展開に向
けた新技術、新製品の開発に注力いたしました。また、ブランド価値の向上や更なる生産性の向上とコストダウ
ンの推進に取組んでまいりました。
これらの結果、自動車整備市場や一般産業市場向けの売上は概ね前年同期並みに推移しましたが、直販部門に
おける案件の受注が確定するまでには至らず、当第１四半期連結累計期間の売上高は15億84百万円（前年同期比
2.6％減）、セグメント利益は１億４百万円（前年同期比6.1％減）となりました。
 

[賃貸事業]
当事業部門では、所有不動産の有効活用を目指し、物件の整備、運営管理を推進しました。当第１四半期連結
累計期間におきましては、一部テナントにおける家賃収入が減少したことなどにより、売上高は27百万円（前年
同期比21.3％減）、セグメント利益は12百万円（前年同期比26.4％減）となりました。
 
（２）財政状態の分析
当第１四半期連結会計期間末の総資産は、122億98百万円となり、前連結会計年度末に対し１億92百万円減少と
なりました。その主な内容は、有価証券が１億12百万円、商品及び製品が72百万円増加した一方、現金及び預金が
２億69百万円、受取手形及び売掛金が１億19百万円減少したことなどによるものであります。
負債合計は、41億29百万円となり、前連結会計年度末に対し１億90百万円減少となりました。その主な内容は、
未払法人税等が30百万円増加した一方、未払金及び未払費用が70百万円、賞与引当金及び役員賞与引当金が１億１
百万円、事業整理損失引当金が44百万円、長期借入金が24百万円減少したことなどによるものであります。
純資産合計は、81億69百万円となり、前連結会計年度末に対し１百万円減少となりました。その主な内容は、そ
の他有価証券評価差額金が30百万円増加した一方、利益剰余金が15百万円、為替換算調整勘定が10百万円減少した
ことなどによるものであります。
 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題
　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、38百万円であります。なお、当第
１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,975,000

計 31,975,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,387,178 同　左
株式会社東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 12,387,178 同　左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 12,387 － 1,032,088 － 2,562,439

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   404,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,916,000 11,916 －

単元未満株式 普通株式    67,178 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 12,387,178 － －

総株主の議決権 － 11,916 －

　（注）　「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

京都機械工具株式会社
京都市伏見区下鳥

羽渡瀬町101番地
404,000 － 404,000 3.26

計 － 404,000 － 404,000 3.26

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,440,962 2,171,789

受取手形及び売掛金 1,996,501 1,876,742

有価証券 － 112,190

商品及び製品 1,523,551 1,596,028

仕掛品 740,529 727,353

原材料及び貯蔵品 342,752 367,040

その他 129,117 201,088

貸倒引当金 △18,616 △16,529

流動資産合計 7,154,798 7,035,704

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,321,738 1,317,403

機械装置及び運搬具（純額） 569,818 574,064

工具、器具及び備品（純額） 94,745 95,580

土地 1,669,471 1,669,471

その他（純額） 62,888 55,208

有形固定資産合計 3,718,662 3,711,728

無形固定資産 74,546 74,157

投資その他の資産   

投資有価証券 1,250,881 1,181,406

その他 292,696 295,776

貸倒引当金 △187 △187

投資その他の資産合計 1,543,390 1,476,995

固定資産合計 5,336,600 5,262,881

資産合計 12,491,399 12,298,586
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 355,821 352,304

短期借入金 1,550,000 1,550,000

未払金及び未払費用 588,892 518,354

未払法人税等 22,181 52,315

賞与引当金 152,019 79,054

役員賞与引当金 28,556 －

事業整理損失引当金 70,222 25,962

その他 185,797 211,840

流動負債合計 2,953,492 2,789,832

固定負債   

長期借入金 248,716 223,738

役員退職慰労引当金 3,154 3,466

退職給付に係る負債 779,015 779,314

環境対策引当金 16,600 16,600

資産除去債務 56,500 56,500

その他 262,474 259,560

固定負債合計 1,366,460 1,339,179

負債合計 4,319,953 4,129,012

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,032,088 1,032,088

資本剰余金 2,562,439 2,562,439

利益剰余金 4,222,401 4,207,027

自己株式 △139,576 △139,576

株主資本合計 7,677,352 7,661,978

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 315,576 345,776

為替換算調整勘定 77,577 67,458

退職給付に係る調整累計額 8,741 6,556

その他の包括利益累計額合計 401,896 419,792

少数株主持分 92,197 87,803

純資産合計 8,171,445 8,169,573

負債純資産合計 12,491,399 12,298,586
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 1,922,019 1,611,754

売上原価 1,267,561 1,010,639

売上総利益 654,458 601,114

販売費及び一般管理費 518,705 484,104

営業利益 135,752 117,010

営業外収益   

受取配当金 11,084 12,746

担保提供損失引当金戻入額 2,835 －

その他 12,598 4,468

営業外収益合計 26,518 17,214

営業外費用   

支払利息 4,048 2,645

その他 3,357 2,648

営業外費用合計 7,406 5,294

経常利益 154,864 128,931

特別利益   

投資有価証券売却益 168 －

特別利益合計 168 －

特別損失   

固定資産除売却損 186 1,385

特別損失合計 186 1,385

税金等調整前四半期純利益 154,846 127,545

法人税、住民税及び事業税 16,724 51,167

法人税等調整額 △747 574

法人税等合計 15,976 51,741

少数株主損益調整前四半期純利益 138,869 75,804

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,841 △1,020

四半期純利益 137,027 76,825
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 138,869 75,804

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 68,057 30,199

為替換算調整勘定 32,621 △13,491

退職給付に係る調整額 － △2,185

その他の包括利益合計 100,678 14,523

四半期包括利益 239,547 90,327

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 229,550 94,721

少数株主に係る四半期包括利益 9,997 △4,393
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が31,530千円増加し、利益剰余金が20,305

千円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 76,500千円 72,667千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 143,797 利益剰余金 12 平成25年３月31日 平成25年６月26日

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 71,894 利益剰余金 6 平成26年３月31日 平成26年６月26日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結損益

計算書計上額

（注） 工具事業 ＤＩＹ事業 賃貸事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,626,438 260,674 34,906 1,922,019 － 1,922,019

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,328 19,895 10,080 31,304 (31,304) －

計 1,627,766 280,570 44,986 1,953,323 (31,304) 1,922,019

セグメント利益 110,913 7,434 17,405 135,752 － 135,752

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益の金額と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

四半期連結損益

計算書計上額

（注） 工具事業 賃貸事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,584,274 27,480 1,611,754 － 1,611,754

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 15 15 (15) －

計 1,584,274 27,495 1,611,769 (15) 1,611,754

セグメント利益 104,193 12,816 117,010 － 117,010

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益の金額と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

　当第１四半期連結会計期間より、「ＤＩＹ事業」を廃止しております。これは前連結会計年度において

「ＤＩＹ事業」を営んでおりました㈱アサヒプラザの店舗閉鎖をもって「ＤＩＹ事業」から撤退したこと

によるものであります。

　これにより、当第１四半期連結累計期間より「工具事業」及び「賃貸事業」の2つを報告セグメントと

しております。

 

（会計方針の変更）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を変更しております。

　なお、当該変更が当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成25年４月１日

至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円44銭 6円41銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 137,027 76,825

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 137,027 76,825

普通株式の期中平均株式数（株） 11,982,793 11,982,367

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　平成26年８月２日に、当社久御山工場において火災事故が発生いたしました。

　現在関係当局のご指導を仰ぎつつ、復旧作業と併せて再発防止の徹底をはかっております。

　このような状況下、現時点におきましては、撤去及び復旧に関わる費用並びに販売を含めた事業への影響額、ま

た一方では損害保険査定額を合理的に見積もることは困難な状況であります。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２６年８月７日

京都機械工具株式会社

取締役会　御中

 

京　都　監　査　法　人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　本 　眞　吾　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鍵　　　圭 一 郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京都機械工具株

式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２６年４月

１日から平成２６年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京都機械工具株式会社及び連結子会社の平成２６年６月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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